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○　この10年間の出火件数と火災による死者数は減少傾向であったが、令和３年からは増加に転じている。
○　令和５年中の出火件数は3万8,672件（前年比2,358件増加）であり、10年前の80.4％。
○　火災による死者数は1,503人（前年比51人増加）であり、10年前の92.5％。

火災予防　～出火件数・火災による死者数～

【出火件数・火災による死者数の推移】

○�　令和５年中の主な出火原因別の出火件数をみると、たばこが3,498件と最も多く、次いでたき火、こんろ
となっている。

火災予防　～主な出火原因別の出火件数～

【主な出火原因別の出火件数】

（備考）	１　「火災報告」により作成
	２ 　「出火件数」については左軸を、「火災による死者数」については右軸を参照

（備考）「火災報告」により作成
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○　火災による死者の多くが住宅火災により発生。
○　令和５年中の住宅火災件数は1万1,361件（前年比578件増加）、死者数は1,023人（前年比51人増加）。
○　�住宅用火災警報器の設置率は年々上昇しており、令和６年６月１日時点で全国の設置率は84.5％、条例適

合率は66.2％となっている。

火災予防　～住宅火災件数・死者数、住宅用火災警報器設置状況～

○　令和５年中の救急自動車による救急出動件数は、約764万件（前年比約41万件増加）。
○　令和６年４月１日現在の救急隊設置数は、5,415隊（前年比56隊増加）。
○　�令和５年中の現場到着所要時間の平均は約10.0分（新型コロナウイルス感染症禍（以下「新型コロナ禍」

という。）前の令和元年と比べ約1.3分延伸）。
○　令和５年中の病院収容所要時間の平均は約45.6分（新型コロナ禍前の令和元年と比べ約6.1分延伸）。

救急体制　～救急業務の実施状況～

【住宅火災件数（放火を除く）・死者数（放火自殺者等を除く）、住宅用火災警報器設置状況の推移】

【救急自動車による救急出動件数及び救急隊設置数の推移】 【救急自動車による現場到着所要時間及び病院収容所要時間の推移】

（備考）	１ 「火災報告」及び「住宅用火災警報器の設置状況等調査結果」により作成
	２ � 「設置率」とは、市町村の火災予防条例で設置が義務付けられている住宅の部分のうち、一か所以上設置されている世帯（自動火災報知設備の設置により住宅用火災

警報器の設置が免除されている世帯を含む。）の全世帯に占める割合である。
	３ � 「条例適合率」とは、市町村の火災予防条例で設置が義務付けられている住宅の部分全てに設置されている世帯（自動火災報知設備の設置により住宅用火災警報器の

設置が免除されている世帯を含む。）の全世帯に占める割合である。
	４ 　令和６年の住宅火災件数及び住宅火災死者数は、未確定。

（備考）	１　「救急年報報告」により作成
	２ 　左のグラフは、「救急自動車による救急出動件数」については左軸を、「救急隊設置数（各年４月１日現在）」については右軸を参照
	３ 　右のグラフは、「現場到着所要時間」については左軸を、「病院収容所要時間」については右軸を参照
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○　令和５年中の救助活動件数は7万1,707件（前年比3,584件増加）。
○�　うち、建物等による事故は3万6,715件（前年比2,451件増加）、全体の51.2%で、交通事故は1万2,917件
（前年比599件増加）、全体の18.0%となっており、この２つが大きな割合を占めている。

救助体制　～事故種別救助活動件数～

【事故種別救助活動件数の状況】 （令和５年中）

○　令和５年中の救助人員数は6万6,815人（前年比4,136人増加）。
○�　うち、建物等による事故は3万1,599人（前年比2,611人増加）、全体の47.3%で、交通事故は１万6,126人
（前年比926人増加）、全体の24.1%となっており、この２つが大きな割合を占めている。

救助体制　～事故種別救助人員～

【事故種別救助人員の状況】 （令和５年中）

（備考）	１ 「救助年報報告」により作成
	２ 　割合の算出に当たっては、端数処理（四捨五入）のため、合計が100％にならない場合がある。

（備考）	１ 「救助年報報告」により作成
	２ 　割合の算出に当たっては、端数処理（四捨五入）のため、合計が100％にならない場合がある。
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○　消防本部（令和６年４月１日現在）
　・720消防本部、1,716消防署を設置。消防職員数は16万8,898人（前年比1,037人増加）。
○　消防団（令和６年４月１日現在）
　・消防団数は2,174、消防団員数は74万6,681人（前年比１万5,989人減少）。
　・消防団は市町村の非常備の消防機関。全ての市町村に設置。

消防体制　～消防組織～

○　令和６年４月１日現在、女性消防吏員数は6,124人（前年比295人増加）。
○　全消防吏員に占める女性消防吏員の割合は3.7％であり、近年増加傾向。

消防体制　～女性消防吏員数・割合の推移～

【消防職員数、消防団員数の推移】 （各年４月１日現在）

【女性消防吏員数・割合の推移】 （各年４月１日現在）

（備考）	１　消防職員数は「消防防災・震災対策現況調査」により作成
	２ 　消防団員数は「消防防災・震災対策現況調査」及び「消防団の組織概要等に関する調査」により作成

（備考）「消防防災・震災対策現況調査」により作成
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